
様式第８号（第６条関係）

大竹市木造住宅耐震診断費補助金交付申請書

年 月 日

大 竹 市 長 様

フリガナ

申請者 氏 名

住 所

電話番号

年度において，木造住宅耐震診断費補助金の交付を受けたいので，大竹市木造住宅耐震診断補助事業実施要綱

（平成 年 月 日制定）第６条の規定により，関係書類を添えて申請します。

備考

１ 建物所在地の欄には，建物がある土地の地名地番を記入すること。

２ 次に掲げる書類を添付すること。

⑴ 住民票の写し

⑵ 当該住宅に係る登記事項証明書その他当該住宅の所有者が確認できる書類

⑶ 当該住宅に係る建築確認通知書の写しその他当該住宅の建築年月日が確認できる書類

⑷ 耐震診断に要する費用の見積書又はその写し

⑸ 補助申請者に係る市税等の滞納がないことが確認できる書類

⑹ 補助申請者が当該住宅の所有者でない場合にあっては，当該所有者の同意書

⑺ その他市長が必要と認める書類

住宅概要

建物所在地 大竹市

用 途

□ 一戸建て住宅

□ 併用住宅（□店舗 □事務所 □その他）

※延べ面積１／２以上を居住の用に供するものに限ります。

規 模

（床 面 積）

階 住宅部分 住宅以外の部分 合 計

２階 ㎡ ㎡ ㎡

１階 ㎡ ㎡ ㎡

延べ面積 ㎡

構 造・工 法
木造 建て ・ 在来軸組構法

※ツーバイフォー構法，丸太組構法，プレハブ構法等は対象外です。

建 築 時 期
年 月 日

※昭和５６年５月３１日以前に着工されたものが対象です。

耐震診断を行う木造住宅

耐震診断設計資格者名

登録番号 第 号

氏 名

木造住宅の耐震診断に

要する費用の見積額
金 円



様式第１０号（第９条関係）

大竹市木造住宅耐震診断費補助事業変更（中止・廃止）承認申請書

年 月 日

大 竹 市 長 様

フリガナ

申請者 氏 名

住 所

電話番号

年 月 日付け 第 号で交付の決定を受けた大竹市木造住宅耐震診断費補助金について，次

のとおり変更（中止・廃止）したいので，大竹市木造住宅耐震診断補助事業実施要綱（平成 年 月 日制定）第９

条の規定により申請します。

備考 補助対象建築物所在地の欄には，建物がある土地の地名地番を記入すること。

補助対象建築物所在地 大竹市

変更の内容

変更の理由

又は

中止・廃止の理由

変更・中止・廃止

予定年月日
年 月 日

添 付 書 類

大竹市木造住宅耐震診断費補助金交付決定通知書の写し



様式第１１号（第１０条関係）

大竹市木造住宅耐震診断費補助事業実績報告書

年 月 日

大 竹 市 長 様

フリガナ

申請者 氏 名

住 所

電話番号

年 月 日付け 第 号により補助金交付の決定があった木造住宅の耐震診断の実績につい

て，大竹市木造住宅耐震診断補助事業実施要綱（平成 年 月 日制定）第１０条の規定により，次のとおり報告し

ます。

※補助対象経費の欄には，木造住宅耐震診断設計資格者に支払った金額（領収書の額）を記入すること。

木造住宅

耐震診断

着手年月日 年 月 日

完了年月日 年 月 日

補助金の交付決定額 金 円

耐 震 診 断 結 果

・総合評価における上部構造評点（最小値），その他

耐震診断を行った木造住宅

耐震診断設計資格者名

登録番号 第 号

氏 名

補 助 対 象 経 費※ 金 円

途中計画の変更の有無 □ あり（ 回） □ なし

添 付 書 類

① 耐震診断結果報告書の写し

② 耐震診断の実施に関する契約書の写し

③ 耐震診断に要する費用の請求書の写し又は領収書の写し

④ その他，市長が必要と認める書類

備 考



様式第１３号（第１２条関係）

大竹市木造住宅耐震診断費補助金交付請求書

年 月 日

大 竹 市 長 様

フリガナ

申請者 氏 名

住 所

電話番号

年 月 日付け 第 号の大竹市木造住宅耐震診断費補助金額確定通知書により通知のあっ

た木造住宅耐震診断費補助金について，次のとおり請求します。

補助金の確定額 金 円

交 付 請 求 額 金 円

口 座 振 込 み 先

銀行 店

１．普通 ２．当座

口座番号

（フリガナ）

口座名義

備 考


